交付要綱様式

様式１　　交付申請書（第８条関係）
様式２　　事前着手届出書（第８条第３項関係）
様式３　　交付決定通知書（第９条第１項関係）

様式４　　計画変更承認申請書（第９条第２項第三号関係）

様式５　　中止（廃止）承認申請書（第９条第２項第四号関係）

様式６　　遅延報告書（第９条第２項第五号関係）

様式７　　遂行状況報告書（第９条第２項第六号関係）

様式８　　消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（第９条第２項第十号関係）

様式９　　完了実績報告書（第１１条第１項関係）

様式１０　年度終了実績報告書（第１１条第２項関係）

様式１１　額の確定通知書（第１２条第１項関係）

様式１２　概算払請求書（第１３条第２項関係）

様式１３　精算払請求書（第１３条第３項関係）

様式１４　概算払精算書（第１３条第３項関係）

様式１５　設置・使用状況報告書（第１５条関係）
様式１６　財産処分承認申請書（第１７条１項関係）
様式１７　財産処分承認結果通知書（第１７条１項関係）
（様式１）
令和　　年　　月　　日

　愛　知　県　知　事　殿

住　所　〒（郵便番号）

　　　

名　称（企業等名）

　　　（代表者の役職・氏名）　　　　

連絡担当者（職名及び氏名）
電話番号

愛知県燃料電池産業車両導入費補助金交付申請書

愛知県燃料電池産業車両導入費補助金交付要綱第８条第１項の規定に基づき、別紙の書類を添えて、下記のとおり申請します。 
記

１　補助事業の目的及び内容

　　　公益財団法人北海道環境財団代表理事あて「　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（産業車両等の脱炭素化促進事業のうち、空港・港湾における脱炭素化促進事業及びフォークリフトの燃料電池化促進事業）交付申請書　別紙１　実施計画書」の写しのとおり。
２　補助金交付申請額

　　　　　　　　　　　　　円

３　補助事業に要する経費

　　　公益財団法人北海道環境財団代表理事あて「　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（産業車両等の脱炭素化促進事業のうち、空港・港湾における脱炭素化促進事業及びフォークリフトの燃料電池化促進事業）交付申請書　別紙２　経費内訳」の写しのとおり。
４　燃料電池産業車両の設置・使用場所
（様式２）

令和　　年　　月　　日

　愛　知　県　知　事　殿

住　所　〒（郵便番号）

　　　
名　称（企業等名）

　　　（代表者の役職・氏名）　　　　

愛知県燃料電池産業車両導入費補助金事前着手届出書

令和　　年　　月　　日付けで申請の愛知県燃料電池産業車両導入費補助金に係る事業について、愛知県燃料電池産業車両導入費補助金交付要綱第８条第３項の規定に基づき、下記のとおり届出します。

なお、本件について交付決定がなされなかった場合においても、異議は申し立てません。

記

１　燃料電池産業車両の設置・使用場所
２　事前着手の理由

３　着手（予定）年月日

令和　　年　　月　　日

（様式３）
第　　　　号

令和　　年　　月　　日

様

愛　知　県　知　事

愛知県燃料電池産業車両導入費補助金の交付決定について（通知）

　令和　　年　　月　　日付けの申請については、愛知県燃料電池産業車両導入費補助金交付要綱第９条第１項の規定に基づき、下記のとおり決定します。

記
１　補助事業の目的及び内容

　　　令和　　年　　月　　日付け愛知県燃料電池産業車両導入費補助金交付申請書に記載のとおり。
２　補助金交付上限額

　　　　　　　　　　　　　円

（注）補助金交付上限額は、申請書に基づく補助金交付限度額です。実際に支払う補助金額は、実績報告書に基づき確定します。
３　補助事業に要する経費

　　　令和　　年　　月　　日付け愛知県燃料電池産業車両導入費補助金交付申請書に記載のとおり。
４　特記事項

　一　交付決定の通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）が、補助事業の一部を第三者に委託する場合や第三者と共同して実施する場合は、実施に関する契約を締結し、知事に届け出なければならない。

　二　補助事業者が補助事業を遂行するため、売買や請負、その他の契約を締結する場合は、一般の競争に付さなければならない。ただし、補助事業の運営上、一般の競争に付することが困難又は不適当である場合は、指名競争又は随意契約によることができる。

　三　補助事業者は、次に掲げる場合には、速やかに計画変更承認申請書（様式４）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。なお、知事は承認をする際に必要に応じて条件を付すことができるものとする。

　　イ　補助金の額に変更を伴う場合。

　　ロ　財団に対し、環境省補助金に係る変更交付申請書又は計画変更承認申請書を提出した場合。

　四　補助事業者は、次に掲げる場合には、速やかに中止（廃止）承認申請書（様式５）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。

　　イ　補助事業の全部又は一部を中止する場合。

ロ　補助事業を廃止する場合。

　　ハ　財団に対し、環境省補助金に係る中止（廃止）承認申請書を提出した場合。

　　ニ　補助対象となる燃料電池産業車両を、減価償却資産の耐用年数等に関する省令
（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定められた耐用年数の期間内に愛知県以外へ設置、又は、愛知県以外で使用することとなった場合。

　五　補助事業者は、次に掲げる場合には、速やかに遅延報告書（様式６）を知事に提出し、その指示を受けなければならない。

　　イ　補助事業が予定の期間内に完了しないと見込まれる場合又は補助事業の遂行が

　　　困難となった場合。ただし、変更後の完了予定期日が当初の完了予定期日の属す

る年度を超えない場合で、かつ、当初の完了予定期日後２か月以内である場合は

この限りでない。

　　ロ　財団に対し、環境省補助金に係る遅延報告書を提出した場合。

　六　補助事業者は、次に掲げる場合には、速やかに遂行状況報告書（様式７）を知事に提出しなければならない。なお、知事は、この報告書に基づき、補助事業が交付決定した内容どおりに遂行されていないと認められる場合は、補助事業者に対して指導することができる。

　　イ　補助事業の遂行及び収支の状況について、知事から指示があった場合。

　　ロ　財団に対し、環境省補助金に係る遂行状況報告書を提出した場合。

　七　補助事業者は、補助金の額の確定が行われるまでの間において、合併や分割等により名称又は住所の変更が生じたときは、遅滞なく知事に報告しなければならない。

　八　補助事業者は、補助事業の経費について、帳簿及び全ての証拠書類を備え、他の経理と明確に区分して経理し、常にその収支の状況を明らかにしておくとともに、これらの帳簿及び証拠書類を補助事業の完了（中止又は廃止の承認を受けた場合を含む。）の日の属する年度の終了後５年間、知事の要求があったときは、いつでも閲覧に供せるよう保存しておかなければならない。

　九　知事は、補助事業の適正かつ円滑な実施を確保するために必要があるときは、補助事業者に対して報告を求めるとともに、補助事業者の事業場への立ち入りや帳簿書類等の検査、関係者への質問等ができるものとする。

　十　補助事業者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（様式８）により速やかに知事に報告しなければならない。知事は、その報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部の返還を命ずるものとする。当該返還の期限は、その命令のなされた日から２０日以内とし、期限内に納付がない場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る日数に応じて年利１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。ただし、当該消費税等仕入控除税額を減額して実績報告を行った場合には、この限りでない。

　十一　補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した燃料電池産業車両については、財団が指定する取得財産等管理台帳を備え、当該燃料電池産業車両に愛知県燃料電池産業車両導入費補助金で取得した財産である旨を明示するとともに、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金の交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。

　十二　補助事業者は、取得した燃料電池産業車両については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令で定められた耐用年数の期間を経過するまで、知事の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は取壊し（廃棄を含む。）を行ってはならない。

　十三　補助事業者は、取得した燃料電池産業車両を、減価償却資産の耐用年数等に関する省令で定められた耐用年数の期間を経過するまで、愛知県以外の地域に設置し、使用してはならない。

（様式４）

令和　　年　　月　　日

　愛　知　県　知　事　殿

住　所　〒（郵便番号）

　　　
名　称（企業等名）

　　　（代表者の役職・氏名）　　　　

愛知県燃料電池産業車両導入費補助金計画変更承認申請書
　令和　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定通知があった上記補助金の交付申請を変更したいので、愛知県燃料電池産業車両導入費補助金交付要綱第９条第２項第三号の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記
　変更の内容及び必要とする理由
　（第９条第２項第三号ロに該当する場合は以下のとおり記入）

　　別紙の公益財団法人北海道環境財団代表理事あて「　　　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（産業車両等の脱炭素化促進事業のうち、空港・港湾における脱炭素化促進事業及びフォークリフトの燃料電池化促進事業）変更交付申請書」の写しのとおり。
　　　　　又は

　　別紙の公益財団法人北海道環境財団代表理事あて「　　　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（産業車両等の脱炭素化促進事業のうち、空港・港湾における脱炭素化促進事業及びフォークリフトの燃料電池化促進事業）計画変更承認申請書」の写しのとおり。

（様式５）

令和　　年　　月　　日

　愛　知　県　知　事　殿

住　所　〒（郵便番号）

　　　
名　称（企業等名）

　　　（代表者の役職・氏名）　　　　

愛知県燃料電池産業車両導入費補助金中止（廃止）承認申請書
　令和　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定通知があった上記補助金の交付申請を中止（廃止）したいので、愛知県燃料電池産業車両導入費補助金交付要綱第９条第２項第四号の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

　中止（廃止）を必要とする理由、予定年月日等

　（第９条第２項第四号ハに該当する場合は以下のとおり記入）

　　別紙の公益財団法人北海道環境財団代表理事あて「　　　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（産業車両等の脱炭素化促進事業のうち、空港・港湾における脱炭素化促進事業及びフォークリフトの燃料電池化促進事業）中止（廃止）承認申請書」の写しのとおり。

（様式６）

令和　　年　　月　　日

　愛　知　県　知　事　殿

住　所　〒（郵便番号）

　　　
名　称（企業等名）

　　　（代表者の役職・氏名）　　　　

愛知県燃料電池産業車両導入費補助金遅延報告書

　令和　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定通知があった上記補助事業の状況について、愛知県燃料電池産業車両導入費補助金交付要綱第９条第２項第五号の規定に基づき、別紙の書類を添えて、下記のとおり報告します。
記

　遅延の原因及び内容、完了予定年月日等
　（第９条第２項第五号ロに該当する場合は以下のとおり記入）

　　別紙の公益財団法人北海道環境財団代表理事あて「　　　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（産業車両等の脱炭素化促進事業のうち、空港・港湾における脱炭素化促進事業及びフォークリフトの燃料電池化促進事業）遅延報告書」の写しのとおり。

（様式７）

令和　　年　　月　　日

　愛　知　県　知　事　殿

住　所　〒（郵便番号）

　　　
名　称（企業等名）

　　　（代表者の役職・氏名）　　　　
愛知県燃料電池産業車両導入費補助金遂行状況報告書
　令和　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定通知があった上記補助事業の遂行状況について、愛知県燃料電池産業車両導入費補助金交付要綱第９条第２項第六号の規定に基づき、別紙の書類を添えて下記のとおり報告します。

記

　補助事業の遂行状況及び収支状況
　（第９条第２項第六号ロに該当する場合は以下のとおり記入）

　　別紙の公益財団法人北海道環境財団代表理事あて「　　　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（産業車両等の脱炭素化促進事業のうち、空港・港湾における脱炭素化促進事業及びフォークリフトの燃料電池化促進事業）遂行状況報告書」の写しのとおり。

（様式８）

令和　　年　　月　　日

　愛　知　県　知　事　殿

住　所　〒（郵便番号）

　　　
名　称（企業等名）

　　　（代表者の役職・氏名）　　　　

愛知県燃料電池産業車両導入費補助金

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書
　令和　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定通知があった上記補助事業の消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書について、愛知県燃料電池産業車両導入費補助金交付要綱第９条第２項第十号の規定に基づき、別紙の書類を添えて下記のとおり報告します。

記

１　補助金額（交付要綱第１２条第１項による額の確定額）

　　　　　　　　　　　　　円

２　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
　　　　　　　　　　　　　円

３　積算の内容

　　別紙のとおり

（様式９）

令和　　年　　月　　日

　愛　知　県　知　事　殿

住　所　〒（郵便番号）

　　　
名　称（企業等名）

　　　（代表者の役職・氏名）　　　　

愛知県燃料電池産業車両導入費補助金完了実績報告書

令和　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定通知があった上記補助事業の実績について、愛知県燃料電池産業車両導入費補助金交付要綱第１１条第１項の規定に基づき、別紙の書類を添えて、下記のとおり報告します。 
記
１　補助事業の実施内容
　　　公益財団法人北海道環境財団代表理事あて「　　　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（産業車両等の脱炭素化促進事業のうち、空港・港湾における脱炭素化促進事業及びフォークリフトの燃料電池化促進事業）完了実績報告書　別紙１　実施報告書」の写しのとおり。
２　補助事業に要する経費及び補助金の額

　　　補助対象経費　　　　　　　　　　　円

　　　補助金の額　　　　　　　　　　　　円

　　　補助金交付上限額　　　　　　　　　円

３　補助金の経費収支実績
　　　公益財団法人北海道環境財団代表理事あて「　　　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（産業車両等の脱炭素化促進事業のうち、空港・港湾における脱炭素化促進事業及びフォークリフトの燃料電池化促進事業）完了実績報告書　別紙２　経費所要額精算調書」の写しのとおり。

４　添付資料

　一　財団に提出した完了実績報告書の写し

　二　取得財産等管理台帳の写し

　三　導入した燃料電池産業車両の写真

　四　燃料電池産業車両の導入に係る支払証憑の写し

　　　（補助対象となる燃料電池産業車両をファイナンスリース（転リースを含む）により提供する契約を行う民間企業の場合は、以下を追加）

　五　燃料電池産業車両のリース契約書の写し
（様式１０）
令和　　年　　月　　日

　愛　知　県　知　事　殿

住　所　〒（郵便番号）

　　　
名　称（企業等名）

　　　（代表者の役職・氏名）　　　　

愛知県燃料電池産業車両導入費補助金年度終了実績報告書

令和　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定通知があった上記補助事業の年度終了実績について、愛知県燃料電池産業車両導入費補助金交付要綱第１１条第２項の規定に基づき、別紙の書類を添えて、下記のとおり報告します。 
記

１　補助事業の実施状況及び経費所要額実績
別紙の公益財団法人北海道環境財団代表理事あて「　　　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（産業車両等の脱炭素化促進事業のうち、空港・港湾における脱炭素化促進事業及びフォークリフトの燃料電池化促進事業）年度終了実績報告書」の写しのとおり。
２　補助事業の完了予定年月日

　　令和　　年　　月　　日

（様式１１）

第　　　　号

令和　　年　　月　　日

様

愛　知　県　知　事

愛知県燃料電池産業車両導入費補助金の額の確定について（通知）

　令和　　年　　月　　日　　第　　　号で決定した補助金の交付について、愛知県燃料電池産業車両導入費補助金交付要綱第１２条第１項の規定に基づき、通知します。

記

　補助金の確定額

　　　　　　　　　　　　　円

　（補助金の確定額を超える補助金がすでに交付されている場合は、以下を追加）
　　なお、超過交付となった　　　　　円については、愛知県燃料電池産業車両導入費補助金交付要綱第１２条第２項及び第３項の規定に基づき、令和　　年　　月　　日までに返還することを命ずる。
（様式１２）

令和　　年　　月　　日

　愛　知　県　知　事　殿

住　所　〒（郵便番号）

　　　
名　称（企業等名）

　　　（代表者の役職・氏名）　　　　

愛知県燃料電池産業車両導入費補助金概算払請求書

令和　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定通知があった上記補助事業の概算払について、愛知県燃料電池産業車両導入費補助金交付要綱第１３条第２項の規定に基づき、下記のとおり請求します。 
記

　　　　　　　　　　　　　円

　　内訳　　補助金交付上限額　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　概算払受領済額　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　今回請求額　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　残　　　　　額　　　　　　　　　　　　　円
（様式１３）

令和　　年　　月　　日

　愛　知　県　知　事　殿

住　所　〒（郵便番号）

　　　
名　称（企業等名）

　　　（代表者の役職・氏名）　　　　

愛知県燃料電池産業車両導入費補助金精算払請求書

令和　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定通知があった上記補助事業の精算払について、愛知県燃料電池産業車両導入費補助金交付要綱第１３条第３項の規定に基づき、下記のとおり請求します。 
記

　　　　　　　　　　　　　円

　　内訳　　補助金交付上限額　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　概算払受領済額　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　今回請求額　　　　　　　　　　　　　円

（様式１４）

	概　算　払　精　算　書

	執行機関
	

	決　　　　　裁　　　　　欄

	収命支令等者
	
	

	　　　下記の精算額を確認します。

	確　認
	令和　　　年　　　月　　　日

	令和　　　　年　度　
	　　　　　　　　　　　　　　　　　会　計

	歳出項目
	

	

	
	概算額
	
	

	
	精算額
	
	

	
	差引過不足額
	
	

	　　　愛知県燃料電池産業車両導入費補助金として概算払を受けた経費について、

上記のとおり精算します。

　　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　住　所　　〒

　　　　　　　　　　　　　　

氏名又は名称

及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　連絡担当者

　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　　愛 知 県 知 事 殿



	備

考
	


（様式１５）

令和　　年　　月　　日

　愛　知　県　知　事　殿

住　所　〒（郵便番号）
　　　
名　称（企業等名）
　　　（代表者の役職・氏名）　　　　

愛知県燃料電池産業車両導入費補助金設置・使用状況報告書

令和　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定通知があった上記補助事業に関する設置・使用状況について、愛知県燃料電池産業車両導入費補助金交付要綱第１５条の規定に基づき、下記のとおり報告します。 
記

１　現在の設置場所
２　令和　　年度の使用状況

　（使用頻度等について記載）
３　愛知県以外の設置・使用
　（愛知県内のみの場合は「なし」と記載）　

（様式１６）

令和　　年　　月　　日

　愛　知　県　知　事　殿

住　所　〒（郵便番号）

　　　

名　称（企業等名）

　　　（代表者の役職・氏名）　　　　

愛知県燃料電池産業車両導入費補助金財産処分承認申請書

令和　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定通知があった上記補助事業に関する財産処分について、愛知県燃料電池産業車両導入費補助金交付要綱第１７条第１項及び第２項の規定に基づき、別紙の書類を添えて、下記のとおり承認申請します。
記

１　処分しようとする財産
２　財産の設置場所（使用場所）
３　処分の理由
（様式１７）

令和　　年　　月　　日

様

愛　知　県　知　事

愛知県燃料電池産業車両導入費補助金財産処分の承認について（通知）
令和　　年　　月　　日付けの申請については、愛知県燃料電池産業車両導入費補助金交付要綱第１７条第１項の規定に基づき、下記のとおり承認します。 
記

１　財産の名称
２　財産の設置場所・使用場所

３　規格

４　数量

５　処分の方法

６　処分に際しての条件


